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序　　　　　文

第三国研修とは、豊富な知見及び研修実施能力を有した途上国の研究・教育機関などにおいて、

近隣諸国及び社会的、文化的、言語的に共通点のある国からの参加者を対象として実施する研修

形態です。地政学的、社会的並びに文化的背景を共有しているなかで参加者が自国に適用しやす

い技術を学べるという利点があるとともに、途上国間で効率的効果的な技術移転が図られ、地域

間技術協力の推進にも貢献しており、その需要と重要性は高まっています。

タイ王国第三国研修「プライマリーヘスルケア（PHC）」は 15 年間に渡って実施されている、息

の長いコースです。1 年間のコースで皮膚病学の臨床・研究面における基礎的知識・技術・経験を

習得でき、終了時には修士号が与えられるなど、質の高い研修コースとして確立しています。こ

のため、本研修コースでは、国際協力事業団で受けている研修員以外に、私費で参加する研修員

も全体の約半数に上ることが大きな特徴の一つとなっています。また、コース実施の背景にはア

セアン人造り計画の一環として、1982 年から 5 年間無償資金協力及びプロジェクト方式技術協力

により ATC－ PH 計画（ASEAN Training Center for Primary Health Care）を実施し、センター

の設置、PHC の研究、ASEAN 各国の人材育成を行ってきたことがあり、日タイの協力が周辺国

への裨益へと広がっている事例といえます（センターは 1986 年にマヒドン大学アセアン保健研究

所（ ASEAN Institute for Health Development：AIHD）と改称）。

本報告書は本研修コースの第 3 フェーズ（1998 年～ 2003 年）の成果を評価し、提言・教訓を導

くことを目的に、平成 15 年 2 月 23 日から 3 月 12 日まで当事業団がタイ、ラオス、ベトナムに派

遣した終了時評価調査団の調査結果を取りまとめたものです。本報告書が関係各位の更に深いご

理解並びに第三国研修の今後の発展に資することができれば幸いです。

最後に、本調査の実施に際し、ご協力をいただいたタイ側、日本側関係機関の皆様に対し、深

い謝意を表す次第です。

　平成 15 年 6 月

国 際協力事業団　　

理事　隅田　栄亮　　



アセアン保健センターの建物。�
日本の無償援助による建物である。�
�

グループインタビューのために集まっ
てくれたPHC研修コースのタイ人
卒業生。（後列、中央が調査団員）�

アセアン保健センターの所長
Dr.Boonyong氏（右）と調査団員（左）�



アセアン保健センターのコンピュー
タ教室。コンピュータスキルの向上
に力を入れている。�

アセアン保健センター学生寮の個室。
PHCコースの海外留学生は全員が
一年間寮生活をする。�
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AIHD ： ASEAN Institute for Health Development　 アセアン保健研究所

（Mahidol Univ. Thai）

ASEAN ：　Association of SouthEast Asian Nations　 東南アジア諸国連合
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UNICEF ： United Nations Children’s Fund　 国連児童基金

WHO ： World Health Organization　 世界保健機関

　



評価調査結果要約表

研修実施機関：マヒドン大学アセアン保健研究所
（AIHD）

先方関係機関：外務省技術経済協力局（DTEC）

Ⅰ．案件の概要

協力金額：53,186千円 

（2003/3/13現在 1バーツ＝ 2.78円として）

第 1フェーズ　1987年～ 1991年
第 2フェーズ　1993年～ 1997年
第 3フェーズ　1998年～ 2002年
（Ｒ／Ｄ 1998年 5月 15日）

国名：タイ王国

分野：医療保健

協力期間

1．協力の背景と概要
1982年から始まる JICAの無償資金協力やプロジェクト方式技術協力で教育訓練能力をつけた

PHC訓練センターは、その後 AIHDと改称されマヒドン大学の一部として活動を続けている。
1987年から PHC修士課程を開講、JICAとDTECは第三国研修として、これを現在 2002年に至
るまで 15年間にわたり支援している。学生の数は通算 427名（うち JICA-DTEC枠は 173名）を
数え、アジアを中心とした途上国での PHC分野の人材育成を続けている。英語で履修する 10か
月間のコースである。

2．協力内容
（1）上位目標

研修割当国の PHC関連サービスが向上する
（2）プロジェクト目標

研修修了生が PHC関連の分野のリーダーシップ、知識、技術を習得し、PHC関連の政策立案
、計画管理等の業務を適切に行う

（3）成　果
1　研修生が PHCの指導者として働くために必要な知識・技術を習得する
（具体的な習得内容としてＲ／Ｄには次の 6点が述べられている）

1）PHCに関する知識、概念、戦略、問題に取り組む
2）保健計画や管理の業務における指導者として有効に働く
3）保健システムに関する調査を計画・実施し、その結果を PHC活動の計画・管理に適用する
4）人材育成プログラムを適正に計画・管理する
5）住民参加のために効果的な意思疎通を行い、適切な資源と技術を動員する
6）PHCにおいて住民が主体性をもてるように働きかけ、支援する

2　研修修了生が履修内容を実施できるポストにいる
3　研修修了生が知識や技能を普及・交換する

（4）投　入
日本側：
短期専門家派遣：5年間で 2名　 研修費用負担：1,930万バーツ（全体の 77％）
タイ王国側：
土地建物提供　　　　　　 研修費用負担：580万バーツ　（全体の 23％）
研修講師：毎年 13教科分全員

援助形態：第三国集団研修

案件名：第三国集団研修「プライマリーヘルスケア」（以下、PHCとする）

所轄部署：アジア第一部　インドシナ課



担当分野　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　所属
評価分析　　　阪本　日出雄　　　㈱パデコ　シニアコンサルタント

調 査 者

2003年 2月 23日～ 2003年 3月 12日

Ⅱ．評価調査団の概要

Ⅲ．評価結果の概要

評価種類：終了時調査調査期間

1．評価結果の要約
（1）妥　当　性　研修割当国では保健サービスの充実が重要な国家課題である。また、研修場所

をタイ王国に設定したことにより、割当国に近い状況で研修生が知識・技術を
習得できた。よって、タイ王国にて周辺国対象の第三国研修を開催した妥当性
は高い。

（2）有　効　性　研修修了生の多くは帰国後、適切なポストを与えられて積極的に活動しており、
有効性が認められる。

（3）効　率　性　実施機関であるAIHDは既に 15回の本件研修実施を経験しており、投入は適切
に実施された。先進国での研修と比較しても、周辺国により身近な研修が行え
ることから、費用対効果も大きい。

（4）インパクト　研修割当各国の PHCサービス向上努力、ドナーの支援によって保健サービスは
向上しつつあり、本研修はこの動きのなかで人材育成に貢献しているため、イ
ンパクトは認められる。

（5）自立発展性　自立発展性も向上しつつある。1）実施機関の自立発展性はコース運営に対し、
独自で採算をあげるためのマーケティング能力を除いてほぼ問題がない。
2）JICA以外のドナー資金による学生の比率が約半数にまで増えてきている。
3）ラオスとベトナムのように自国内で関連の修士課程をつくる所も出てきて、
割当国の自助努力による人材育成も進みつつある。

2．効果発現に貢献した要因
（1）計画内容に関すること

無償資金協力による施設建設協力から始まった 20年にわたる研修実施機関との協力の結果、
質の高い研修が可能であった。息の長い協力が効果発現に貢献した。

（2）実施プロセスに関すること
現場を重視した研修コースであり、常に内容の見直しを図っていることが、研修生と派遣元
の高い評価につながっている。

3．問題点及び問題を惹起した要因
（1）計画内容に関すること

研修実施機関には JICA枠以外の財源を見つける経済的自立発展性が育ってこなかった。
（2）実施プロセスに関すること

第三国研修の研修員選定プロセスなどの制度上、研修員派遣国の JICA事務所がかかわってい
ないため、研修修了生と割当国での JICA協力との接点がなかった。これは前回の評価時にも指
摘されていた。



4．結　論
本件プロジェクトは評価５項目から見て計画内容、実施方法ともに非常に優良である。

5．提　言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言）
JICA側の協力を逓減させ、５年後の終了時に研修実施機関が自らの広報などを強化すること
で、学生を各国から確保するようになることを提言する。またAIHDを第三国研修国別特設や第
三国専門家などのリソース先として活用することで、多様なスキームを使っての周辺国援助の拠
点とすることを検討されたい。

6．教　訓（他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、運営管理に参考となる事柄）
無償資金協力、プロジェクト方式技術協力、第三国研修の有機的な組み合わせにより自立発展
性の高い組織を育てることができたことは大きく評価できる。ただ、長期にわたる協力を続ける
ことで研修実施機関が研修実施にあたって、JICAの財源に頼っていた部分があったため、他の
財源を見つけるマーケティング能力も同時に育てる必要がある。
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第 1 章　終了時評価調査の概要

1 － 1　調査団派遣の経緯と目的

1 － 1 － 1　協力の経緯

1982 年、タイ王国（以下、「タイ」と記す）及びアセアン各国のプライマリーヘルスケア

（Primary Health Care：PHC）を推進するために、無償資金協力で PHC 訓練センターが設立さ

れ、プロジェクト方式技術協力により 5 年間にわたり PHC 指導者、普及員に対する教育訓練、

PHC の研究、モデル開発等を通じて、タイ国内の保健衛生水準の向上に貢献してきた。プロジェ

クト開始以来、同センターにおいてタイ政府主導の下、毎年東南アジア諸国連合（Association

of SouthEast Asian Nations：ASEAN）各国の PHC 関係者を対象としたセミナー（1 週間）及

び研修（1 か月）を実施してきたが、同コースの質的・量的拡充を目的にタイ政府から我が国に

第三国研修としてのコース実施に対する支援の要請があった。このような背景の下、1987 年度

第三国研修による、10 か月間の中堅幹部候補者を対象とした修士資格取得コースが、開始され

る 2002 年度までに合計 15 年の協力が行われた。PHC 訓練センターは、その後アセアン保健研

究所（ASEAN Institute for Health Development：AIHD）と改称し、現在に至っている。

今般、これまでの協力活動の成果を評価し、研修継続実施の要否及び方向性を検討するため、

また今後研修が継続される場合、より効率的かつ効果的実施のための提言を示すため、第 3

フェーズの終了時評価調査が実施されることとなった。

1 － 1 － 2　評価の目的

本件第三国集団研修は、開始以来 2 度の延長要請をタイ側より受け、毎年 10 か月の研修を 15

年にわたって実施してきた。現行の協力期間が 2002 年度に終了するにあたり、これまでの長年

の協力による実績を踏まえ、研修内容、コース実施体制、研修効果等について評価 5 項目（妥当

性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）に準じて、前回 1997 年度の終了時評価の提言

にも留意しながら評価を行うものとする。帰国研修員の研修効果の活用状況の調査を通じて、割

当国の当該分野における現状、及びニーズを確認したうえで、今後の協力方針を検討すること

が期待されている。評価結果から教訓及び提言等を導き出し、今後の協力のあり方や実施方法

改善に対しての提言を示すことが目的である。
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1 － 2　調査団の構成

団員構成

担当分野� 所属・職位�

坂本　日出雄�

氏　　名� 備　　考�

評価分析� 団員は 1名�
㈱パデコ�

シニアコンサルタント�
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1 － 3　評価対象プロジェクトの概要

カリキュラム

研修期間

研修参加資格要件

各国から本コースに
学生を派遣するJICA-

DTEC以外の主要な
ドナー

研修定員

割当国名

研修実施機関

コース名

プロジェクト目標

協力期間

第三国研修と
AIHDとの関係

AIHDはプライマリーヘルスケアに関する研究研修施設であり、長期・短
期の研修を実施している。そのうちの 1つが定員 35名の修士コース（Master 

of Primary Health Management：MPHM）であり、10か月をかけて英語で標
記修士を取得できる。JICA－DTECは現在 16名の学生枠を援助しており、
この枠の割当国から研修生が参加している。しかし、これ以外にも各ドナ
ーの奨学金、あるいは自費で就学する者も多く、現在の比率は約半々にま
でなっている。
1998年から 2003年の 5年間（1987年の協力開始から数えると第 3フェーズ）

1．別途定める手続きを経て割当国政府から選ばれた者
2．M.D.、D.D.S.、D.V.M.又は同等の学位を有する者
3．PHC分野での 3年以上の職務経験がある者
4．PHCに現に従事している者
5．原則 45歳以下の者
6．英語で研修が受講できる者（TOEFL 500点が目途）
7．健康な者

研修修了生がプライマリーヘルスケア関連の分野で質の高い仕事を行う

マヒドン大学アセアン保健研究所（AIHD）
ASEAN Institute for Health Development, Mahidol University

WHO、CIDA、AUSAID、Adventist Development & Relief Agency、BRAC、
CWS、GTZ、CIDSE、IBRD、UNDP、UNICEF

第三国集団研修「プライマリーヘルスケア」

コースは 6月から 3月までの 10か月間、1998年から 2003年までの 5回

実施国（タイ王国）4名　　それ以外の割当国　12名

バングラデシュ、ブータン、カンボジア、中華人民共和国、インド、イン
ドネシア、ケニア、ラオス、マラウイ、マレーシア、ネパール、パキスタ
ン、フィリピン、スリランカ、ベトナム

1．保健サービス管理 3単位
2．保健システムにおける疫学 3単位
3．PHC管理と生活向上開発 3単位
4．保健情報システム管理 3単位
5．研究方法学 3単位
6．保健科学でのコンピュータ活用 3単位
7．保健経済学 3単位
8．PHCにおける社会経済・文化的視点 1単位
9．環境保健プログラム管理 3単位

10．人的資源計画と指導力開発 1単位
11．訓練プログラム管理 1単位
12．論文セミナー 2単位
13．プライマリーヘルスケア管理修士の論文 12単位
全科目が必修で選択制ではない
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1 － 4　プロジェクトの実績

第三国研修 PHC コースの第 3 フェーズは 1998 年度（通算 11 期目）から 2002 年度（通算 15 期

目）まで 5 か年にわたって開催された。コースは毎年 8 月 1 日開始、5 月 31 日終了の 2 学期制で

ある。第 3 フェーズ 5 年間の JICA－DTEC 枠での研修員受入実績は表 1 － 1 のとおり。プロジェ

クト実施議事録（Ｒ／Ｄ）の計画は毎年 16 人であるので、受入実績は計画をわずかながら下回っ

ている。これは参加資格（例えば語学力や学歴）を満たす候補者が足りなかったからである。

表 1 － 1　第三国研修割当国からの研修生受入実績（1998 ～ 2002）

この修士コース（MPHM）には JICA－DTEC の枠で第三国研修生の枠で入学する者と、それ以

外の資金（他のドナーや自己資金）で入学する者がいる。図 1 － 1 は 1986 年のコース開設以来の

資金別入学者数（左軸）とその比率（右軸）を示したものである。JICA－DTEC の枠は毎年 16 人

（タイ人 4 人、それ以外の割当国から 12 人）であり実績（　　　の棒線）も比較的安定している。

一方 JICA－DTEC 以外の資金による入学者数（　　　の棒線）はばらつきはあるが、概して言え

ば近年増加傾向にある。このため JICA－DTEC 枠の学生比率は低下傾向にあり、1998 ～ 2001 年

入学分についてはいずれも 50％に満たない。
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コース実施の採算ラインの学生数が 15 人なので JICA－DTEC 以外の資金でこの数が確保できれ

ば資金的には JICA の援助がなくともコースは運営可能となる。

図 1 － 1　入学者数に占める JICA－DTEC 枠学生数の比率（1986 ～ 2002）

出典：アセアン保健研究所資料
注意：1986 年と 1992 年には JICA の協力は行われていない

また、本件第三国研修の日本側－タイ側それぞれの費用負担の推移を表 1 － 2 に示す。外務省

技術経済協力局（Department of Technical and Economic Cooperation：DTEC）側の費用負担は

毎年コンスタントに増加しており、2002 年では 3 割弱の負担となっている。ここにタイ側の努力

が見られる。しかしながら 1998 年は経済危機のために DTEC 側の支出が大きく落ち込んだ年で

あり、それ以前の第 2 フェーズにはほぼ 3 割程度を負担していた。

表 1 － 2　JICA－DTEC の研修実施費用負担割合（1998 ～ 2002）
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研修第 3 フェーズ 5 年間の研修生の成績は表 1 － 3 に示すとおりである。本件研修では 1 学期

と 2 学期に期末試験を実施しており、表の数値はその得点の合計である。満点は 4.0、合格レベル

は3.0 に設定されている。生徒の氏名はプライバシー保護のため伏せておく。成績には 4.0 から 3.0

に至るまでの幅があるが、研修参加者の全員が合格ラインに達しており、全員が修士号を授与さ

れた（2002／2003 年度学生については見込み）。

表 1 － 3　研修コース修了生の期末試験の得点

出典：Course Report, AIHD Feb.2003

日本からの短期専門家派遣実績を表 1 － 4 に示す。第 2 フェーズ（1993 ～ 1997 年）でも短期専

門家の数は 3 人であった。実施機関であるAIHD はカリキュラム計画、授業実施について、ほぼ

十分な実力をもち、技術的にはもはや日本からの援助を必要としないレベルに達している。本件

第三国研修実施機関の教員には、JICA からのカウンターパート研修は行われておらず、研修分野

にかかわる更なる技術移転の必要性は、関係者から全く指摘されなかった。
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表 1 － 4　日本人短期専門家派遣実績（1998 ～ 2002）

1 － 5　コース実施方法

本件研修コースのカリキュラム構成は「1 － 3 評価対象プロジェクトの概要」にあるとおり。政

策レベルというよりもプロジェクトレベルのマネージメントスキルを集中的に習得できるカリキュ

ラムになっている。実際のプロジェクトに入ってマネージメントを担当する実務者の研修として

適切な科目構成となっており、各国からの参加者の実務経験を聞き出して教材を作成するなどの

対応をとっており、実状に即した授業内容となっている。コンピュータスキル、プレゼンテーショ

ンスキルの向上にも重点を置いている。

表 1 － 5　フィールドトリップの実施状況

技術分野所属先氏　名

東京大学　国際保健
計画学教室

濱田　彰
プロジェクト案件
作成評価

プログラム評価

1

派遣期間

2001年 12月 3日～ 2002年 3月 3日

1999年 3月 15日～ 21日

2 末吉秀二 吉備国際大学

出典：JICA資料

LopBuri,

Khon Khen,

Udon Thani,
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Ratchasima,

Ayuthaya
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11/ 1～11/16 10/31～11/12 10/29～11/12 9/2～9/15 9/8～9/21

Buriram,

Ubon

Ratchathani,

Yasothorn,

Mahasarakham,

Ayuthaya,

Nakhon Ratchima

Nakhon  Sawan,

Tak,

Pha Yao,

Chiangmai,

Chaing Rai,

Lam Phum

4.00

3.96

4.08

3.64

4.16

4.32

4.36

3.93

4.39

4.15

4.63

4.48

4.24

4.45

4.33

4.38総合評価

4.53

4.42

4.64

4.28

4.50

4.54

4.46

4.48

2002

Lop Buri,

Nakhon 

Ratchasima,

Udon Thani,

Khon Khaen,

Nong Khai

4.56

4.56

4.45

4.33

4.45

4.43

4.19

4.42

1998 20001999現地研修実施年

現地実習期間

食事

2001

Prachinburi,

Srkaeo,

Chanthaburi,

Rayong,

Chonburi

訪問先

宿泊先（民家に分宿）

研修時間の使い方

最終討論と班報告書

各人の業務との関連

内容の有用性

現地訪問実技の重要性

評価基準を、１＝非常に良くない、２＝良くない、３＝良い、４＝非常に良い、５＝最高に良い、
として参加者の回答を平均した
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PHC はコミュニティ参加の度合いなどが大きな成功の鍵を握っており、本件第三国研修の研修

はより現場を重視したものであった。フィールドトリップでは調査対象地域の農村に連泊する体

験学習などがあり、行政官である研修参加者に「治療する医療行政から、病気にならない予防行

政へ」の大きな発想の転換を求めている。フィールドトリップ実施実績については表 1 － 5 を参照

のこと。

1 － 6　研修生の人選プロセス

本件第三国研修はタイと日本とのパートナーシップ事業と位置づけられており、タイが進める

国際協力事業の一環である。研修資金は表 1 － 2 に示す比率で二国間で分担されている。研修生

枠の中にはタイ人も含まれるが、その比率は出資金の比率よりも小さい。割当国の研修生の選抜

方法は以下のとおりである。

まずタイ JICA 事務所とDTEC が割当国と割当人数について合意する。割当国の選定・入換えに

あたっては当該国の PHC 人材育成の必要性に関する情報を各国 JICA 事務所より入手、日本－タ

イ間で協議のうえ、決定する。合意された研修員割当枠は、タイの外務省を通じて外交ルートで

各国に通知される。各国の保健省はこの通知に応じて研修生を選抜し、再び各国のタイ大使館、タ

イ外務省、DTEC、JICA タイ事務所、さらに研修実施機関であるAIHD へと選抜結果が通知され

る。

AIHD では質の良い学生を得るために次のような工夫をしている。

・各国からの研修候補生の名を割当人数よりも多く提出してもらい、経歴や業務経験からより

適切な人物を AIHD が選ぶ。

・英語力が足りないと思われる場合にはその旨通知する。

・学歴等入学資格が不足している場合には全コースを修了しても「ディプロマ」は発行できるが、

修士号の授与はできないと通知し、遠まわしに参加を断る。

人選の制度は以上のようになっており、研修生の人選については研修実施機関や JICA タイ事務

所が何らかの影響を及ぼすことは可能であるが、割当国の JICA 事務所、JICA プロジェクト、JICA

専門家には研修生の人選にかかわることは制度上想定されていない。当然の結果として、研修を

終え、修士号を取ってタイから帰国した研修生が自国での JICA 事業にかかわっていくことはとて

も難しい状況にある。割当国での JICA 事業と本件第三国研修の連携の必要性については、前回

1998 年の評価調査でも指摘されていたが、制度上の改善・工夫は実施されなかった。
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第 2 章　終了時評価の方法

評価調査は JICA の評価監理室編集による「実践的評価手法（JICA 事業評価ガイドライン）」に

準じて実施した。主な評価項目は①妥当性、②有効性（目標達成度）、③効率性、④インパクト、⑤

自立発展性である。国内準備作業として評価用プロジェクト・デザイン・マトリックス、評価グ

リッド、関係者あてクエスチョネアを作成、現地調査期間中はプロジェクトサイト訪問、関係者

インタビュー、クエスチョネア回収等の作業を行い、実施機関であるアセアン保健研究所（AIHD）

や JICA から派遣された短期専門家からのレポート、あるいは前回の終了時評価の結果を参考に評

価をまとめた。評価結果は 4 章にまとめた。また提言と教訓を 5 章に述べた。

2 － 1　評価用プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDMe）の作成

1998 年に本件プロジェクト（第 3 フェーズ）を開始した際には PDM は作成されていなかった。

このため本件終了時評価を実施するにあたって PDMe を作成した（表 2 － 1 参照のこと）。PDMe

のプロジェクト要約（PDMe のうち左列）については評価対象プロジェクトの実施機関である

AIHD との会合の最初に協議し、合意を得た。

2 － 2　主な調査項目と情報・データ収集方法

今回の調査の情報源は主にプロジェクト実施機関の関係者、研修修了生とその職場関係者に求

めた。データ収集方法はクエスチョネアと面談、関連資料分析である。研修生割当国のうち今回

の調査ではタイ、ラオス、ベトナムを訪問した。研修修了者の活動現場をも訪問して、割当国に

おける PHC の現況はどのようなものか、研修内容が生かされているか、必要な技術と研修内容と

の乖離がないか、について直接確認するのが本来望ましいことではあるが、限られた時間のなか

では難しかった。そのかわりとして、調査 3 か国の保健省担当者や各国ドナー、あるいは国際機

関プロジェクト関係者等にインタビューして関連情報の収集に努めた。

研修修了生及び研修生派遣組織から回収したクエスチョネアの集計結果は付属資料 6 に、主要

面談者のリストは付属資料 2 にまとめた。
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第 3 章　調査結果

3 － 1　質問表の集計・分析

3 － 1 － 1　研修修了生あて質問表の集計

質問表は紙にプリントアウトしたものと電子ファイルのものを準備し、割当国の JICA 事務所

を通じて、アセアン保健研究所（AIHD）を通じて、あるいは評価調査団の訪問先での配布を行っ

た。調査対象としては第 1 フェーズ、第 2 フェーズの研修修了生も含めることとし約 130 通の

質問票を郵送、手渡し、電子メールでの発信を行った。発送・発信のあて先すべてが現在のも

のとして有効かどうかは不明であるため、すべての質問評価が本人の手元に届いたかどうかは

確認できていない。作業の結果、65 通の回答があった。集計結果は付属資料 6 に示すとおりで

ある。

このアンケート結果によれば、92％の研修修了生が帰国後は研修で習得したことが生かしや

すい部署に配属されていると感じている。これは前回評価時からは大きな進歩である。コース

内容が実務に大いに関係がある 39％、関係がある 58％、ある程度関係がある 4％で、コースで

は実務に直結することが教えられていたことが分かる。47％が就学内容を大いに実務に適用し、

残り全員が適用したと答えており、実務にも役立っていることが分かる。修了生はプライマリー

ヘルスケア（PHC）に関するプロジェクトの計画・実施、研究調査、教授等、多方面に活躍して

おり、1 人で何役もこなしている場合がある。ほとんどの修了生が、職場での同僚・後進の指導、

セミナー講師、学会活動などを通じて研修コースで得た知識の普及を図っている。程度の差は

あっても修了生全員が「研修に参加した効果を上司や同僚が評価してくれている」と認識してい

る。

同窓会活動や AIHD で発行しているジャーナル誌については、意外と知られておらず、それ

ぞれ 24％、30％が「聞いたこともない」と回答した。研修の内容、教材、教授法にもおおむね満

足しているが特に教材について「飛行機荷物の重量制限のため自国に教材を持ち帰らない学生

が多い」とのコメントがある。同期のクラスメイトについてはいろいろな問題があったとして

いる。主なものとしては英語力（18 回答）、PHC での経験（22 回答）がある。修学の動機づけの

足りない学生がいたとの指摘もある。学生を選択する際の参考とすべきデータである。実務に

適したように教授陣が教える内容を改善していると 92％の学生が評価しており、集団インタ

ビューした際の教授陣からのコメントと一致する。

卒業後に同級生や AIHD の教授と連絡を取り合っているかどうかについては、個人によって

ばらつきが大きいものの、6 割の修了生が付き合いがあると答えた。AIHD は今後フォローアッ

プ研修などで研修修了生を招き、PHC に関する知識をリフレッシュしてもらいたい、としてい

る。自分のPHC に関する知識の 6 割以上を本件研修で学んだとする研修生は 92％いる。自分の
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もっている PHC 関連の人脈の何％がAIHD 関連であるかどうかについては個人差が大きいもの

の、多くの修了生が研修を通じて実務に役立つ人脈を築いたことが分かる。修了生の全員が自

分の派遣元政府が今後も引き続きこのコースに研修生を派遣すべきだと考えており、58％自国

の負担であろうとも派遣すべきだと考えている。残りの学生は自国政府の経済状況をよく認識

しており、援助がないと無理だと感じている。

3 － 1 － 2　研修生派遣組織あて質問表の集計

質問表は割当国の JICA 事務所を通じてファックスで、計 73 通配布を行った。回答数は 16 で

ある。集計結果は付属資料 6 に示すとおりである。

このアンケート結果によれば、研修修了生が帰国後に配属されている職場としては保健行政、

PHC 訓練、病院、研究所の順で多い。94％の職場責任者が本件研修は職場に必要な内容をカバー

していると評価しており、同じく 94％は修了生が履修内容を実務に生かしたことがあると考え

ている。実務への適用方法で多いのは、プロジェクトの実施において（13 回答）、プロジェクト

策定時（12 回答）、調査活動において（9 回答）、PHC を教えることで（7 回答）となっている。修

了生は職場での日々の実務で、セミナー講師として、あるいは調査研修を通じて PHC 知識の国

内普及にかかわっているという。研修生たちの現在のポストが履修内容の適応にふさわしいか

どうかについては回答した全員が、そうであると答えている。研修コースに取り入れてほしい

教科として PHC 現状分析、保健教育学、保健投資学、人材育成などがあげられているほか、イ

ンタビューでは母子健康について履修を希望する声があった。本件研修に継続して自国からの

研修生を送り込むべきだとする回答は 100％であり、うち 56％は自国の費用負担においてでも

派遣すべきとしている。自由コメントでは、引き続いての JICA の研修継続や割当人数の増加を

希望する意見があった。

3 － 2　研修割当国現地調査結果

今回の評価調査では研修割当国のうちタイ、ラオス、ベトナムの 3 か国の関係機関を訪問して、

PHC の現状と研修修了生の活動状況を調査した。この過程で多くの情報を得たが、第三国研修の

割当国の現地調査は研修計画の段階でも必要であろう。主要面談者名と所属のリストは、付属資

料 2 を参照のこと。

3 － 2 － 1　タイの状況

タイでは第 8 期国家 5 か年計画（1997 ～ 2001 年）で政策の視点が従来の経済成長から国民生

活の質へシフトし、特に都市・農村貧困層の保健を PHC 政策を通じて向上させようとする努力

が行われている。参加型アプローチがとられており、全国で 70 万人のボランティアを組織し、
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毎年 7 万の村落に活動補助金を支出、あるいは草の根レベルの人材育成にも努力している。医

療制度全体を改革して、病院にやってくる患者を治療する医療より、関係者がコミュニティに

出向き、住民を組織して予防活動を展開する医療へという転換が行われつつある。

タイにおける有名な医療政策に「医療費 30 バーツプログラム」があり、PHC 振興の追い風に

なっている。これは地域の公立、私立の病院が受持ち地域を設定、国から定額（例えば人口当た

り 1,050 バーツ）を受け取り、保険制度に入っていない患者からは診療 1 回当たり 30 バーツの

みを徴収する制度である。病院側からしてみれば地域住民の健康を向上させて病院に来なくて

も良いようにすれば利益が増えるので、病院で患者を待つのではなく、積極的に地域に出て行っ

て保健キャンペーンを行う大きな動機づけとなる。これにより PHC の人材が大量に必要となっ

たため、保健所のみならず地域レベルの病院も PHC の人材育成を急いでいる。

また国としての様々な努力の結果、保健医療の指標（平均余命、乳幼児死亡率）などは徐々に

向上しつつある。研修修了生は各地で活躍しており、人によって卒業後もAIHD と深く交流し

ている。

表 3 － 1　乳児死亡率の推移

図 3 － 1　タイにおける平均余命の推移

出典：Ministry of Public Health, Thai Government（継続した統計がないため複数の資料

を合成した数値である。統計年の間隔も一定ではないが傾向は把握できる。）

タイ

1980

103

127

49

155

1960

98

29

33

1997

ベトナム

ラオス

147 57

出典：タイ保健省
 Human Development Report 2001, UNDP

（1歳未満乳児1,000人当たり）
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保健医療分野の人材育成ではマヒドン大学が大きな役割を果たしている。国内向けだけでな

く長短の国際コースも80 を数え、各国から研修生を迎えている。外務省技術経済協力局（DTEC）

は援助を受ける側から援助を行う側への転換を進めており、AIHD の本件第三国研修の実施に

あたってはタイ側が自国からの研修生枠 4 人分を超える費用負担を行っている。日本とのパー

トナーシップでアセアン地域の保健状況を改善させようとする努力の現れであろう。AIHD は

日本との協力のなかで育ってきた組織であるが、修士コース（MPHM）の実施も 17 回目を数え、

学術的にはほぼ日本の援助が必要ないまでのレベルに達している。

3 － 2 － 2　ラオスの状況

ラオスでは第 5 期国家 5 か年計画（2001 ～ 2005 年）のなかで保健の重要性が大きく打ち出さ

れている。世界保健機関（World Health Organization：WHO）、国連児童基金（United Nations

Children’s Fund：UNICEF）、世界銀行、アジア開発銀行、GTZ、JICA、ベルギー政府、ルクセ

ンブルグ政府、等々のドナーの支援を受けながら PHC アプローチによる保健向上を推進してい

る。2001 年には中央政府保健省と県の保健部に PHC 課が設置され、専属の職員が配属された。

しかしながら PHC というのは 1 つの技術分野ではなく、保健医療のアプローチ方法であるので

行政内では既存のマラリア課、母子保健課、予防接種課などと協力して業務を進めていく必要

がある。現在ではPHC の位置づけが政策的に明確になっており、研修修了生のPHC 直接関連業

務への配属が期待できる。研修修了生はおおむね適切な職場で活躍しているが、研修の人選は

本人の意思よりも組織上部の命令によるものが大きい。

保健関連の人材育成の需要は大きい。各ドナーの援助で訓練活動などを展開しているが、特

に県、郡レベルの人材が不足している。短期セミナーについては外国のNGO から資金を得て、

タイのAIHD で第三国ラオス特設保健コースを実施したりしている。修士レベルの人材育成に

ついては 2 年前ビエンチャンに公衆衛生修士（Master of Public Health：MPH）のコースをつ

くった。ベトナムや先進国の類似機関と交流しつつ、質を高めていきたいとしている。留学へ

の需要はあるがAIHD の知名度は高くない。

3 － 2 － 3　ベトナムの状況

ラオスと比べて大国であり、保健医療行政で働く医師の数も 4 万人を超える（ラオスは 2,000

人に満たない）。やはり PHC のアプローチは保健医療行政の大きな柱になっており、国家 5 か年

計画でも明確に位置づけられている。ドナーの協力も得ながら、様々な努力が続けられている。

PHC の考え方は JICA が実施中の 2 つのプロジェクト「バックマイ病院プロジェクト」「リプロ

ダクティブヘルスプロジェクト」にも関係がある。AIHD の MPHM コースへの留学生派遣は

JICA 枠よりもむしろ他のドナー（カナダ国際開発庁（Canadian International Development
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Agency：CIDA）、オーストラリア国際開発庁（Aus t r a l i a n  Agency  f o r  i n t e r n a t i o n a l

Development：AUSAID）等の奨学制度によるものが多い。留学の希望についてはラオスに比べ

ると本人の意思が尊重されている。研修修了生は帰国後全員が引き続き政府機関で勤務し、保

健医療に従事している。先進国への留学に比べてAIHD のMPHM への留学は効果が大きいと評

価されている。オーストラリアへの留学、日本での国別特設研修コースも効果が十分でなかっ

たことが報告されており、先進国とベトナムの医療施設をはじめとする各種状況が違いすぎる

ことを考えれば、地域での第三国研修は適切であると思われる。

人材育成については非常に精力的な努力を行っている。地方における PHC 現場での人材不足

が深刻で、各省での医療専門学校（保健婦、看護婦などの育成学校）の教員にまず PHC の知識

を植え付け、医療関係者に関連知識を広めたいとしている。2 年前に首都ハノイの医学校にMPH

の修士課程を開設した。これはMPHM とは同じ視点のコースではないが、参考にしたいとして

いる。また都市部でPHC を展開しているハノイ市保健部は、職員研修施設を新設する計画をもっ

ており、AIHD に協力を求めている。

なお、各国の保健状況を理解するために第三国研修割当国の主要保健指標を表 3 － 2 に示す。

表の最後に日本の数値を参考に入れておいた。研修割当国と日本などいわゆる先進国との保健

事情の差は非常に大きく、医療施設のみならず国民の栄養、保健知識、衛生状況なども違いす

ぎているために日本の例を直接割当国に適用するには無理がある。このため日本、オーストラ

リア、ベルギーなどで研修を行うより、タイでフィールド重視の研修を行う方が、帰国後に研

修内容を実務に生かしやすい。これは今回の調査で研修実施機関、研修修了生、研修生派遣元、

ドナーの各立場の人から共通のコメントであった。
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表 3 － 2　研修割当国の主要保健指標
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第 4 章　評価結果

4 － 1　評価 5 項目による評価結果

本件第三国研修プライマリーヘルスケア（PHC）はおおむね成功であった。第三国研修というス

キームの枠組みの中ではグッドプラクティスすなわち優良事例と考えても良い。

4 － 1 － 1　妥当性

本件第三国研修を実施した妥当性は高い。本件第三国研修の割当国では平均余命、乳幼児死

亡率等、多くの社会開発指標がまだ低く、国民の保健向上が課題となっている。PHC に関する

指導者的人材はまだまだ不足しており、本件研修に対する需要はむしろ増加していると考えら

れる。研修場所が先進国ではなくてタイのアセアン保健研究所（AIHD）であったことも適切で

あった。AIHD には適切な研修施設と経験があり、先進国に比べればタイは割当国との保健・社

会（表 3 － 2 参照）状況も類似している。ただ、割当国内での優先順位の高い保健分野の人材育

成事業であるにもかかわらず「1 － 6 研修生の人選プロセス」に示したように、本件三国研修が

各研修割当国での JICA 事業と連携が全くないことは改善の余地がある。

4 － 1 － 2　有効性

有効性も認められる。研修修了生はその 92％が研修で学んだことを実施できる立場にあり、実

際に活躍していると答えている。ただし、各国保健省の人事のローテーションもあるので研修

修了生を PHC 直接業務に永続的に従事させることは難しい場合がある。国によっては若干の離

職者も見られるが同じ国の中のドナーに転職しており国内でPHC に貢献していることは変わりな

い。

4 － 1 － 3　効率性

研修実施にあたっての効率性は優れていた。コース実施開始後 15 年を経た結果、実施機関で

あるAIHD が本件第三国研修を実施する能力は管理運営上の面でもアカデミックな面でも十分

である。第三国研修に先立つ無償資金協力やプロジェクト方式技術協力の成果が確実に引き継

がれてきた結果である。日本側－タイ側双方の投入は適切な時期に適切な形で実施された。ま

た PHC の人材育成のための手段としては、先進国の修士課程への留学と比較してみると費用対

効果は良好である。修士号が取れることのインセンティブは大きく、しかも 10 か月で履修でき

ることも評価される。コース教科数は 13 ですべて必修になっているが、「これ以外の教科、例

えば妊産婦保健についても履修したかった」との声もある。マヒドン大学内の他の学科との履

修単位の相互認定を行えば、効率良く選択科目制を導入することができると思われた。
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4 － 1 － 4　インパクト

割当国 1 国当たりの本件研修生の数は毎年 1 ～ 2 人であるため、医療従事者全体に占める割

合は微々たるものである。このため各国における PHC 行政の全体で見た場合、上位目標に効果

が出るにはまだ時間がかかる。しかしながら本件第三国研修による正のインパクトが発揮され

つつある、と考えられる。PHC は今や途上国への医療協力の本流になってきており、各国で政

府が多くのドナーと協力して関連のプロジェクト、支援活動を実施しており、PHC 関連のサー

ビスは向上、プロジェクトの上位目標は達成に向けての歩みを続けている。研修修了生は英語

でドナー側とコミュニケーションが可能なので、この動きの中核にいて活動している者もいる。

JICA 以外の多くのドナーも本コースに研修生を送り込んできており、このことはPHC 振興に本

件コースが寄与していることを認められたためであると考えられる。また研修修了生そのもの

の数は少ないが、彼らは帰国後に研修講師として、あるいは職場のスタッフに対して技術の移

転を行っており、波及効果が発揮されつつある。

4 － 1 － 5　自立発展性

研修実施機関（AIHD）の自立発展性は改善されつつある。研修資金の負担について、JICA の

修士コース（MPHM）への協力がなくなった場合には、現在の研修割当国が自国の費用負担で研

修生を派遣することは経済的理由から非常に難しいが、近年は JICA 以外のドナーが費用を負担

して本件MPHM コースに途上国からの研修生を派遣することが増えてきている。AIHD で実施

している本件以外の研修コースでは既にマーケティングの努力が効を奏しており、本件につい

ても JICA に頼らない自立的な資金調達能力が既にかなりあると考えられる。

また割当国での PHC に関する自立発展性も向上しつつある。ラオスとベトナムの保健省では

自国内でMPHM と類似のコースを開設して人材育成を図る動きがあり、どちらも数年前に公衆

衛生修士（MPH）のコースを開設している。ハノイ市の保健局ではAIHD の協力を得て PHC の

短期コースをつくる話も進んでおり、保健に関連する各ドナーの国際協力プロジェクトが開設

する研修コース、あるいはプロジェクト活動を通じての技術移転等々により、割当国での PHC

人材育成は着実に進みつつある。AIHD では技術的自立力はもちろんのこと、経済的自立力も

徐々に高まりつつある。

4 － 2　前回（1998 年）評価との比較

今回の本案件に対する評価調査は3 回目である。2回目の評価調査は1998 年 2 月に行われ、報告

書が出された。その評価結果は報告書 47 ページに「3 － 5　総合評価、自立発展性」と題して、

次のように7 項目にまとめられている。今回評価を踏まえてのコメントを付けて、以下に紹介する。
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前回評価

今回評価

前回評価

今回評価

前回評価

今回評価

前回評価

今回評価

前回評価

今回評価

1

2

3

4

5

評　価　結　果

1987年、本件第三国集団研修が開始されて以来、長年にわたる日本側の協力によ
りコースの充実が図られ、最近は割当国のみならず、私費参加者、国際機関、他
国政府、NGOなどからの費用負担による参加者も多数にのぼることから、本研修
は国際的に認知された PHCマネージメント分野の唯一の修士課程として 、確固
たる地位を確立したといえる。

まことにそのとおりであるが、日本以外のドナーが PHC分野のカウンターパート
を育てるための研修先として、コースではなくて、同じマヒドン大学のMPHコ
ースを選ぶことがある。これはコース運営ではなくてコース経営、営業に問題が
あるものと思われる。

しかしながら、養成した研修員が、帰国後その成果を十分に発揮するためには、
本国において、その能力を活用できるための PHCのシステムが確立されなければ
ならない。

この 5年間で少なくともアジア地域の多くの国で PHCのアプローチが大きく採用
されるようになっており、各ドナーの協力もこの方法によることがしばしばであ
る。現在ではむしろ PHC人材が不足しており、各国が独自に人材育成を図りつつ
ある段階である。

現在、参加国のなかには JICAによる PHCプロジェクト協力が実施されている国
も少なくないところ、参加者とプロジェクト方式技術協力の関連づけの努力が必
要である。

残念ながらこれについての努力は何らなされなかった。研修参加者の人選は割当
国政府が行い、タイ外務省、JICA事務所、研修実施機関がこれをチェックすると
いう事務の流れであり、割当国の JICA事務所や JICAプロジェクト関係者が人選
に関与することはなかった。また、研修参加者が帰国後に JICA事業との連携をも
つということもなかった。これは制度的な問題であり、研修参加予算を割当国の
JICA事務所がもち、責任をもって人選した研修員の費用を研修実施機関に支払う
、といった制度の改善が必要である。

また、プロジェクト方式技術協力が実施されていない国で PHCシステムの確立が
不十分な国においては、帰国研修員を中心として第二国研修の実施、又は専門家
派遣などを行うことにより、当該国の保健政策の策定、それに基づく PHCシステ
ムの構築を促すことも検討に値すると考える。

これについても JICAとしての取り組みは何ら実施されなかった。
今回調査で訪問したラオス、タイには日本人医師が JICA専門家として赴任してお
り、PHCへの関心も高かったが、本件第三国研修との接点は何もなかった。

このことは、我が国による無償資金協力、プロジェクト方式技術協力、研修員受
入事業との有機的な組み合わせによる実施機関の能力の育成、及び実施機関首脳
が知日派であったことなども寄与していると思われる。

研修の成果の大きさ、意義は依然として関係者に認められている。
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前回評価

今回評価�

今回評価�

前回評価�

6

7

評　価　結　果

本コースの実施機関は、今後タイ保健省との連携により、タイ国内での PHCシス
テムの拡充を実施し、この過程を本コースの研修に取り入れることを提案してい
るところ、さらに本コースを延長する場合、上記 3～ 5を視野に入れた研修を行
うことを考慮すべきと考える。

タイをはじめとする各割当国の実情やプロジェクト例は、適宜教材として紹介さ
れているが、上記 4、5は視野に入れないままに 5年間の延長が実施されてしまっ
た。3の PHCシステム確立については、医療分野における国際援助の趨勢が PHC

に向けられるようになったため、改善された。

実施経費以外の面については、早くから自立性が確立されている。しかし、本件
コースが完全に日本の援助から自立するためには実施経費の自己調達努力こそが
論じられるべきである。今回評価では日本の援助を徐々に引き上げ、各ドナーら
からの複合的な財源確保の努力を促すことを提案している。

なお、本コースの自立性については、施設、機材、実施運営体制については問題
ないものとも思われるが、実施経費については、タイを含むアジア全体の経済危
機にかんがみ、当面日本の負担分を考慮する必要がある。
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第 5 章　提言と教訓

5 － 1　提　言

研修の意義は大きく、成果も各国で活用されていることが確認された。しかしながら、技術的

には既に十分な自立発展性を有しているアセアン保健研究所（AIHD）が本コースを継続的に続け

ていくためには、経済的自立発展性を確保することも必要である。そのための方策として、今後

協力を続けるとした場合、その期間でAIHD の自立発展性を技術的にも経済的にも確保できるよ

うなプログラムとすることが必要である。例えば、2003 年度は従来どおりの規模の協力を行い、そ

の後数年にわたって援助を逓減させ、5 年経過後には完全に援助を停止して経済的に自立させると

いう方法がある。また JICA は第三国研修以外の援助スキームの複合的活用により、現在研修割当

を受けている国々のプライマリーヘルスケア（PHC）関連人材育成に協力することが望ましい。詳

細は「5 － 3　今後の協力の方向性」を参照のこと。

次に割当国の JICA 事務所の第三国研修に係る権限強化を提言する。現在はタイ以外の JICA 事

務所（あるいはその国における関連分野の JICA プロジェクトや JICA 専門家）はほとんど本件運

営にかかわっていない。研修生の選定や、研修修了生の活動モニタリング、関連分野の JICA 事業

との連携については割当国の JICA 事務所が主導権をとりつつ、タイ事務所が地域協力全体を調整

するという構造が望ましい。短期的に対応できる具体的改善方法としては次のようなものが考え

られる。

1）割当国での JICA プロジェクトのカウンターパートを研修生候補に推薦する

2）割当国で研修生が選ばれる過程に加わる（面接へのオブザーバー参加等）

3）研修生の出国時、帰国時に割当国 JICA 事務所の活動等についてレクチャーを行う

4）研修修了生を JICA 研修員同窓会等に組織して継続的にコンタクトする

中長期的には JICA の予算費目として奨学金に使えるものを創設し、それに関する留学生人選の

権限を現地の JICA 事務所にもたせるなどの改革が必要である。

最後にAIHD によるマーケティングの強化を提言する。AIHD には修士コース（MPHM）がある

ことを各方面に知ってもらおう、とする努力が十分ではない。周辺国をまわって保健省や各ドナー

にアピールして学生を送ってもらうようにするなどの努力をすべきである。このためには顧客で

ある割当国保健省の要望に応じて、継続的に研修内容を改善・拡充していく必要がある。現に何

人かの研修修了生は、他の学科も履修したかったという希望を表明している。しかしながら 10 か

月という研修機関の制限内では履修科目を増やすことは現実的ではないので、他の学部とも提携

して、履修科目の一部選択性にすることを検討されたい。マーケティングについては AIHD の自

助努力に期待しなければならないが、マヒドン大学内で他の修士コースの事例を研究する、研修

修了生のネットワークを活用する等々、できることは多くある。さらに JICA、外務省技術経済協
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力局（DTEC）の側面的協力を得て、MPHM コース実施以外で国際的に貢献しつつ、収入も確保で

きる方法を多角的に開発する努力が必要である。すぐにでも実施できる事業の例として国別特設

短期研修コースの設置や、周辺国への出張セミナーがある。

AIHD はMPHM については積極的なマーケティングを行っていないが、短期セミナーなどの研

修コースについてはスポンサーを探し出す能力がついてきていると思われる。この協議を行った

当日（2003 年 3 月 10 日）にも 2 つのセミナーが開催されていた。1 つはラオス人のMPHM 卒業生

がアレンジして実現したラオス人向け国別特設コースで、スポンサーはオーストラリアのセーブ・

ザ・チルドレンである。もう 1 つのセミナーはアセアン保健行政官のマネージメント研修でスポ

ンサーはアセアンファンドである。AIHD が研修企画を持ち込んで実現したという。多くのMPHM

卒業生が無料招待を受けており、同窓会の様相を呈していた。また、各種短期セミナーの打合せ

のためにカナダ国際開発庁（CIDA）、オーストラリア国際開発庁（AUSAID）、DANISHRED

CROSS、国連児童基金（UNICEF）などのオフィサーがAIHD を訪問している。つまりマーケティ

ングの能力も機会も十分にあると推測される。皮肉なことではあるが、これまでは JICA － DTEC

が毎年十分な数の学生を確実に送り込んでくれたので、AIHD では学生確保のための自助努力を

してこなかったともいえる。

5 － 2　教　訓

本件第三国研修の成功は長年にわたる日タイの協力の賜物である。今回の評価調査では第 3 国

研修の第 3 フェーズがその対象であるが、ここに至るまでの過程として、AIHD 建物の無償事業、

専門家派遣、プロジェクト方式技術協力事業、そして本件第三国事業第 1 フェーズ、第 2 フェー

ズという努力の積み重ねを無視することはできない。本件は数々の JICA スキームをうまく連携さ

せて大きな成果をあげた好例であり、南南協力の優良事例といえる。協力の実施期間は 20 年を数

えタイ側には独力で本件コースを運営する技術的実力がついた。AIHD はタイ政府のみならず、研

修修了生とその周辺から大きく認知・評価されており、JICA－DTEC 枠以外の学生数も、近年は過

半数を上回る趨勢である。

AIHD への各国留学生が寮で生活をともにしながら、文化的多様性を乗り越えて、切磋琢磨しつ

つ勉学に取り組むという舞台を JICA が提供してきたことは誠に意義深いものがある。周辺国への

インパクトは大きく、第三国への技術移転が進んでいる兆候として、ラオスとベトナムでは自国

で公衆衛生修士（MPH）コースを近年開始している。

しかし一方で本件研修への援助を長期にわたって継続してきたことで、むしろその経済的自立

を遅らせた面もないとはいえない。つまりJICA－DTEC との協力機関があまりにも長くなり、AIHD

には経営面での競争力が育っていない。AIHD のあるマヒドン大学には別途MPH 課程（英語によ

る10 か月コース）があり、AIHD の PHC とは競合関係にある。AIHD ではPHC に特化したコース
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運営を行っており、確かに具体的な履修内容は違っている。しかしながら研修生を送り出す割当

国の政府にしてみれば、保健医療の関係者にはどちらとも効果があると思われる研修である。

マヒドン大学MPH コースはマーケティングに力を入れており、営業努力の結果、アジア開発銀

行のローンでラオス保健省が実施している「PHC プログラム」では今年度留学生枠 10 人すべてを、

入学させることに成功した。つまり学生獲得競争ではAIHD は出遅れているが、これは JICA －

DTEC 枠で毎年多数の学生を確保することができるのでマーケティングの必要がなかったからで

ある。JICA の援助を今後計画的に逓減し、AIHD の経済的な独り立ちを促すことが、長年にわた

るAIHD への自立化支援であるといえる。

5 － 3　今後の協力の方向性

本件第三国研修は優良な国際協力の事例であり、多くの優秀な人材を育ててきた。しかも開始

後 15 年間を経てAIHD には技術的に日本の支援なしでもコースを実施できる実力を備えるように

なり、各種短期研修コースのスポンサーに企画を持ち込んで協力を引き出す方法も身に着けつつ

ある。つまり JICA 援助卒業の時期を迎えつつある。その一方で現在本件第三国研修の割当国にお

いて、PHC 分野での人材育成は引き続き大いに必要とされている。このような研修実施機関の成

熟した状況に対応するため、本件第三国研修への協力を今後逓減し、しかも各国の PHC 人材育成

のニーズには十分応えるために、以下のように協力内容を多角化することを提案する。なお調査

当時タイ側からは付属資料 5 のとおり、本件第三国集団研修の 5 年間延長（つまり第 4 フェーズ）

の要請が出ていた。

AIHD の研修実施能力は十分であるので JICA タイ事務所は今後AIHD を直接援助するのでなく

「地域協力の拠点として活用する」という方向転換をすることが望ましい。各国の JICA 事務所が

保健医療分野の協力プログラムを策定し、各種スキームを組み合わせてより良い効果をめざす。つ

まり AIHD のニーズでなくて周辺国の直接的なニーズ、要請に応えて援助を行い、その信頼でき

るパートナーとしてAIHD を活用するというスタンスである。以下の援助案はすべて受益国から

の要請が元となることに留意されたい。

今後の方針を 3 つのキーワードに集約すると次のとおり。

1）「受益国の主導」…………………………割当国の政府や JICA プロジェクトからの要請に基づ

いて協力内容を決める

2）「多様な援助方法の組み合わせ」………自由度が大きくなりつつあるJICA の様々なスキームを

使っての地域協力を考える

3）「競争を通じての成長」…………………AIHD への直接援助をやめ、ライバルとの競争のなか

で能力を向上させる
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5 － 3 － 1　JICA 専門家カウンターパート（Ｃ／Ｐ）研修先としてのMPHM コースの活用

現在本件の研修割当国では保健医療関連の JICA プロジェクトが多い。日本人専門家のＣ／Ｐ

研修先を日本に限定する必然性はなく、むしろ地域の中進国で研修を実施した方が研修効果は

高いと思われる。しかも JICA 関連業務の人材育成であるので、JICA 事業の強化にもつながり、

研修生が得た知識・技能を実際業務に適用でき、研修効果のモニタリングも容易である。予算

としてはＣ／Ｐの個別研修枠を活用する。ただしＣ／Ｐの範囲を広めに考慮しないと、英語力

等の入学条件に合う人材を見つけることは難しい場合がある。もちろん JICA 以外のドナープロ

ジェクトＣ／Ｐ研修先として、学生を受け入れることはAIHD の努力で積極的に続けていきた

い。

5 － 3 － 2　 第三国国別特設コースの設置

MPHM 以外の方法でAIHD が国際協力を実施できる方法として、第三国国別特設コースの創

設、例えば「○○国人のための PHC 短期集中セミナー」が考えられる。○○国人の研修生グルー

プを対象にAIHD で PHC 短期セミナーを実施する。あるいは研修場所を○○国現地に設定して

AIHD が出張セミナーを開催する方法もある。英語若しくはタイ語と○○国語の通訳を参加さ

せ、テキストは○○国語で作成するものとする。AIHD では既に JICA 以外のドナー協力による

このようなコースの経験があり、しかも JICA としても現行スキームで資金援助の対応可能であ

る。

5 － 3 － 3　PHC 人材育成のコンサルティング

現在の研修割当国では PHC の人材育成を非常に重要視しており、本件MPHM や他の大学へ

の職員派遣をはじめ、様々な努力を行っている。自国内で短期の研修コースを行う例は非常に

多く、MPH の修士課程も設置されつつある。これらのコースはまだまだ試行の段階であるが、

一方AIHD は既に長年研修ノウハウを蓄積しており、これは地域全体にとっても大きな財産で

ある。そこで AIHD がこれらコースのコンサルティングを行い計画・準備・実施・評価に関す

るサポートを行うことへの需要は大きいと思われる。JICA スキームとしては第三国専門家で対

応可能である。

本件第三国研修の協力を次第に減らしていき、5 年後に終了するまでの期間はAIHD にとって

の制度移行の準備期間である。現在学生の約半分をサポートしている JICA－DTEC の援助が突

然になくなると、AIHD の経営は非常に苦しくなる。そこでこの猶予期間のうちに、AIHD が独

自努力で研修生獲得ルートの開発をすることを期待する。具体的には周辺国の保健省、JICA（プ

ロジェクト、専門家、事務所）、他のドナー（アジア開発銀行、世界保健機関（World Health

Organization：WHO）、CIDA、AUSAID 等）などが対象となるであろう。
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第三国研修は JICA が技術協力を行った機関に十分な研修能力が備わったと思われる場合に、

研修対象を周辺国の政府関係者にまで広げようというプログラムであり、その起源からすると

研修実施者側からの発想（Supply Driven）である。それに比べてここに提案してあるような各

研修員、あるいはそれをサポートするドナーが複数の選択肢のなかから最適と思われる研修先

を選ぶ方法は研修生側からの発想（Demand Driven）といえる。このため、今後AIHD は顧客で

ある学生やその奨学金支給ドナーの意向を今より以上に重視しなければならなくなり、研修内

容のますますの充実が図られることと期待できる。ただし学生数が採算割れレベル以下になれ

ば研修の施設整備、優秀な講師確保等に問題が出るので、そうならないように研修の質の向上

とともに、平行して学生を確保するための努力が必要となる。

なお上記 5－3－1に関連してPHC の人材育成を従来の第三国研修で行うか、あるいはＣ／Ｐ

個別研修（AIHD への研修派遣）として行うかの比較を表 5 － 1 にまとめた。
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表 5 － 1　個別研修と第三国研修の比較

視点

研修生の人選

Ｃ／Ｐ個別研修での対応 第三国研修での対応

各国の日本人専門家が常日頃一緒に
仕事をしているＣ／Ｐの能力、動機、
適性を考慮して判断する。

主に割当国の政府が行い、研修実施
国の JICA事務所と研修実施機関がチ
ェックする。JICAとしては書類上の
チェックしかできない。

派遣国から見た研
修生派遣の妥当性

各国の JICA事務所が国別協力方針等
を考慮して優先順位を判断する。

各国への割当枠を決めるという形で
JICAタイ事務所が中心となって判断
する。

研修先の選定 必要に応じて最良のものを選択する。
AIHDは選択肢の 1つ。

AIHDの PHCコースに限定される。

研修効果の
モニタリング評価

研修修了後のＣ／Ｐとの業務を通じ
て日本人専門家が行う。

終了時評価調査時のサンプル調査を
除いて特に行われていない。

JICA事業への効果 日本人専門家のＣ／Ｐ研修であるの
で直接の効果がある。

特に考慮されていない。

タイDTECの立場 タイから周辺国への二国間国際協力
として継続することも可能である。
J ICA とは独立した事業になるが、
DTECには検討を望みたい。

JICAとパートナーシップを組んでの
国際協力であり、DTECもコスト負
担を行う。JICAの援助が終了すれば
DTECの予算配分も打ち切られる。

割当国の立場 保健省が PHC振興を必要と判断すれ
ば JICA専門家派遣、プロジェクト実
施等を要請し、それら業務の一環と
して研修生を派遣する。JICA専門家
の意向を大きく考慮する必要がある。

毎年ほぼ自動的に AIHDへの研修員
派遣枠が与えられ、保健省が自由に
研修生の人選を行うことができる。

AIHDの立場 大口の「団体客」を失うことになる。
JICA専門家のＣ／Ｐ研修先として選
んでもらおうとすれば、マーケティ
ングやコース改善努力が必要となる。
WHO、CIDA、AUSAID等の優良顧
客を引きとめる必要がある。

毎年 16名の学生が JICA-DTECの援
助で確保される。採算について煩わ
されることなくコースの実施・運営
に専念できる。
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